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平成 24年度 第 4回

市政モニターアンケー ト報告書

テーマ

1.消費者問題に対する意識について

2。 「救急受診ガイド」について

3。 広報広聴活動について

堺市 市長公室 広報部 市政情報課



■調査概要

1.趣旨・ 目的

(1)消費者問題に対する意識について

本市では、複雑多様化する消費者問題に的確・迅速に対応するため、平成 22年 4月

に「堺市消費生活条例」を施行 し、消費生活相談による消費者 トラブルヘの対応や条例

違反事業者に対する指導、被害を未然に防止するための情報提供の推進など、市民の皆

様が安全・安心な消費生活を営むことができる暮らしの実現に取り組んでぃます。

また、平成 23年 3月 には、平成 23年度から27年度までの 5年間において、本市

が取 り組むべき消費者施策の基本的方向と内容を明らかにした 「堺市消費者基本計画」

を策定し、施策の総合的・計画的な推進を図つています。

今回のアンケー トは、皆様が経験された消費者 トラブルの実態や消費者問題に対する

意識を調査し、基本計画に基づく施策の検証・評価や、より効果的な取組の参考とする

ために実施するものです。

(2)「救急受診ガイ ド」について

近年、救急出動件数は増加傾向にあり、平成 22年は全国で約 546万件、 10年間

で24%増加 しています。更に、平成 23年では、過去最高の571万件となりました。

堺市消防局管内でも同じ傾向で平成 23年の救急出動件数は過去最高の49, 086
件となり、 10年間で37%増加 しています。

総務省消防庁では、高齢化の進展などで救急医療への要請が強まる中、重症患者を医

療機関に速やかに搬送できる体制を作るため、ご家庭において、 「119番」が必要か

否かを判断する基準 (救急受診ガイ ド)を作成することになりました。

緊急時と判断した場合は、速やかに「119番」へ通報 していただきますが、判断に

迷われる場合は、この基準 (救急受診ガイ ド)を参考にしていただける内容となります。

堺市消防局では、この基準作 りを受けて消防庁が策定した基準案 (救急受診ガイ ド)

についてのデータ収集等を実施 します。

今回のアンケー トでは、第 3回市政モニターアンケマ ト調査にてお知らせいたしまし

た『救急受診ガイ ド』 (試行版)を利用または参考にされた方のご感想をお伺いし、救

急受診ガイ ドの作成に活用 していくために実施するものです。

(3)広報広聴活動について

本市では、市民の声を活かした市政運営と市政の見える化を進めるため、さまざまな

広報広聴活動に取り組んでいます。

現在、 「広報さかい」 「堺シティレポ (ジ ェイコム堺局)」 「堺市ホームページ」
「くらしのガイ ドブック」など各種媒体を用いて広報活動を行 うとともに、 「市政介の

提案箱」 「市政モニター」 「市民と市長の対話事業」 「パブリックコメント制度 (意見

募集制度)」 などの広聴活動を行い、広く市民と行政をつなぐパイプ役としての活動を

行っております。

今回のアンケー トでは、本市の広報広聴活動についての市民ニーズの把握及び経年変

化を調査し、今後の広報広聴活動の充実に活用 していきたいと考えております。



2.調査期間

平成 25年 1月 28日 (月 )～平成 25年 2月 12日 (火 )

3.テーマ担当課

(1)消費者問題に対する意識について

・市民人権局市民生活部消費生活センター

(2)「救急受診ガイ ド」について

。消防局警防部救急課

(3)広報広聴活動について

。市長公室広報部広報課

・市長公室広報部市政情報課

4.調査方法

(1)対  象 :市内在住 。在勤 。在学の 18歳以上の方で、公募により依頼した市政

モニター

(2)人  数 :499人 (郵送モニター 249人、 eモニター 250人 )

(3)調査方法 :調査票への記入及びインターネットを通じたアンケー ト回答

(4)回 収 率 :調査対象499人 に対 して、有効回収数487人 有効回収率 97.6%

5.報告書の見方

(1)本調査の集計分析対象とした調査票総数は487で ある。数表中のNは比例算出の

基礎 となる回答者総数を表している。

(2)個々の選択肢比率を合算する場合は、個々の回答数の合計をNで除して百分率を求

め、小数第 2位を四捨五入した。このため、個々の比率の合計が 100%に ならな

い場合がある。

(3)ア ンケー トヘの回答は、単数回答と複数回答を求めた設間があり、複数回答を求め

た設間では、比率の合計が 100%を 超える。

(4)MT(Multiple Total)は総回答個数の回答者総数に対する比を示している。

(5)「その他記述」及び 「自由回答」に関しては、紙面の都合上、主な内容を集約、抜

粋して掲載した。



■回答者属性

モニター別
モニター別

調査数
(人 ヽ

構成比

reA)

郵送モニ ター 24C 50.[
つ
ろ eモニター 241 49.[

計 487 100.C

居住区別
調査数

(人 )

構成比

(%)
1 界 区 88 18.1
０
４ 中 区 69 14.2

3 東 区 50 10.3

4 西 区 80 16.4

5 南 区 89 18_1

6 北 区 90 18.5

7 美原 区 つ
ろ 4.3

計 487 100.0

性男J
調査数

(人 )

構成 上ヒ

(%)
l 性 227 46.6
2 ご昨 26C 53.4

ワ
イ

０
０

И
仕 100.0

年齢層別
調査数

(人 )

構成比

(%)
1 18歳以上30 61 12.5
2 30 りI 140' 98 19.1

3 40' |じ I 150菌わ長滞 88 18.1

4 50歳以上60歳未満 60 12.3
5 60 170 103 ０

ん

6 70' つ
４

０
０ 16.8

計 ０
０

И
仕 100.0



ｌ

Ｉ

消費者問題に対する意識について
消費生活に関する情報について

間1 あなたは堺市立消費生活センター (以下『消費生活センタニ」という。)を
知つていますか。 【0は 1つ】

選択項 目 (N=487)
回答

者数

構成比

(%)

名前も役割も知っている 243 49.9

９

“

名前は知っているが、役
割までは知 らない

つ
ん

′
υ 33.3

3 名前 も役割 も知 らない 81 16.6

無回答 l 0.2

計 (回答者総数) 487 100.0

名前 も役割も

知 らない

16_6%

名前も役割も

知っている

49_9%

名前は知っている

が、役割までは

知 らない

33.3%

2 あなたは、クーリング・オフ制度を知っていますか。 【0は 1つ】

選択項 目 (N=487)
回答

者数

構成LL

(%)

1
内容についてよく知って
いる

145 29.8

９

″

内容をある程度知ってい
る

303 62.2

3 見聞きしたことがある 32 6.6

4 見聞きしたことはない 5 1.0

無回答 2 0.4

計 (回答者総数 ) 487 100.0



間3 悪質商法の手口や商品のリコール、消費者問題に関する相談窓口や講座等、消

費生活に関する情報を見聞きしたことはありますか。見聞きしたことがある方

は、主にどこで見聞きしましたか。 【複数回答可 :いくつでも】

選リミ項目 (N=487)(MT=239.4%)
回答

個数

構成比

(%)

1 テレビ・ラジオ 388 79.7

2 新聞・雑誌 292 60.0

3 広報 さかい 179 36.8

4 家族・知人 90 18.5

5 パンフレッ ト 63 12.9

6 弁護士や各種相談窓口などの紹介 12 2.5

7 インターネット 76 15.6

8 講座・講演会 34 7.0

9 その他 2.3

10 見聞きしたことはない 16 3.3

無回答 5 1.0

計 (総回答個数 ) 1、 16( 239.4

問3

テレビ・ラジオ

新聞・雑誌

広報 さかい

家族・知人

パンフレット

弁護士や各種相談窓口などの紹介

インターネット

講座・講演会

その他

見聞きしたことはない

無回答

(%)

90



[9その他 ]

【主な意見】

●学校の授業

●自治会の回覧板

●会社の研修

Ⅱ.消費者 トラブルについて

間4 この1年間に購入した『商品」や利用した『サービスJについて、何か不満を

持つたり、経済的または身体的な被害を受けたことがありますか。

【0は 1つ】

選択項 目 (N=487)
回答

者数

構成 Lヒ

(%)

1 あ る 75 15.4

2 えたい 406 83.4

無回答 6 1.2

計 (回答者総数 ) 487 100.0



間 5 間4で 1と 回答された方にお伺いします。

その苦情はどこかに相談したり、伝えたりしましたか。

【複数回答可 :い くつでも】

選Jミ項目 (N=75)(MT=132.0%)
回答

個数

構成比

(%)

販売店、セールスマン 34 45.3

つ
ん メーカー 21 28.0

3
事業者団体 (社団法人○○協会などの、複数の事業者で構成され
た団体)の相談窓口

1 1.3

4 消費者団体 1 1.3

5 消費生活センター 10 13.3

6 国・地方公共団体等の相談窓日 (消費生活センターを除く) 2 2.7

7 弁護十 3 4.0

8 その他 ９

″ 2.7

9 相談も伝えもしなかつた 19 25.3

無回答 6 8.0

計 (総回答個数 ) 99 132.0

％
　
６０

問 5

販売店、セールスマン

メーカー

事業者団体 (社団法人○○協会などの、複数の

事業者で構成 された団体)の相談窓口

消費者団体

消費生活センター

国 。地方公共団体等の

相談窓口 (消費生活センターを除く)

弁護士

その他

相談も伝えもしなかった

無回答



[8その他 ]

【主な意見】

●事業者の担当課に相談した。

●保健所

間6 間5で9と 回答された方にお伺いします。

苦情をどこにも相談も伝えもしなかったのはなぜですか。

【複数回答可 :い くつでも】

選リミ項目 (N=19)(MT=242.1%)
回答

個数

構成比

(%)
1 申し出てもよい解決策があるとは思えないから 8 42.1

2 自分にも責任があると思ったから 4 21.1

3 だまされていることに気がつかなかったから 1 5.3

4 めんどうだから 7 36.8

5 気まずい思いをしたくないから 2 10.5

6 どこに相談 してよいかわからないから 4 21.1

7 もめごとを起こすのがきらいだから 1 5.3

8 金額が少なかったか ら 6 31.6

9 被害が小 さかったから 6 31.6

10 証明がむずかしいから 21.1

その他 2 10.5
０
ろ 特に理由はない 1 5.3

無回答 0 0.0

計 (総回答個数) 46 242.1



問6

申し出てもよい解決策があるとは思えないから

自分にも責任があると思つたから

だまされていることに気がつかなかったから

めんどうだから

気まずい思いをしたくないから

どこに相談してよいかわからないから

もめごとを起こすのがきらいだから

金額が少なかつたから

被害が小さかつたから

証明がむずかしいから

その他

特に理由はない

[11その他]

【主な意見】

●自分で解決した。

●相談してもさらに費用がかかりそうだから

Ⅲ.訪間販売について

問7 あなたは、商品 ロサービスの販売を目的とした事業者の訪間 (訪間販売)を受

けることを、どのように感じていますか。 【0は 1つ】

選択項 目 (N=487)
回答

者数

構成比

(%)

1 来てほしくない 430 88.3

2 来てもよい時がある 42 8.C

3 来てもよい 7 1.4

4 その他 つ
４ 0.4

無回答 6 1.2

計 (回答者総数 )
０
０

И
■ 100.0

[4その他]

【主な意見】

●用事がなかったら即断るので実害は無

●何を言っているのかを聞くが、説教を

い 。

して断る。



間 8 堺市では、望まない訪間販売による消費者被害を防ぐため、「訪問販売お断り

シール」を作成し、配布しています。「訪問販売お断リシール」を利用してい

ますか。 【0は 1つ】

問9 間8で 1と回答された方にお伺いします。

「訪問販売お断リシール」を貼つたことで、以前と比べて効果があったと思い

ますか。 【0は1つ】

選択項 目 (N=487)
回答

者数

構成 Lヒ

(%)

1 利用 している 93 19. 1

2
知っているが利用してい
ない

141 29.C

3
知 らなかったが今後利用
したい

181 37.2

4
知らなかったし今後利用
するつもりもない

6C 13.C

無回答 C

計 (回答者総数) 487 100.C

知らなかったし

今後利用する

つもりもない

13 6%

利用 して

いる

19 100

知 らなかったが

今後利用したい

37.2%

選択項 目 (N=93)
答

数

回

者

構成上ヒ

(%)

l 訪問販売の件数が減つた 20 つ
４

９

″

件数は変わらないが断り
やすくなった

18.3

3 以前と変わらない 31 33.3

分からない 24 25.8

5 その他 0 0.0

無回答 1

計 (回答者総数) 93 100.0

訪問販売の件数

が減つた

21 5%

件数は変わら

ないが断りや

すくなった
18.3%

以前と変
わらない

33 3%

10


